








　⑴ Y 社では、平成 24 年改正高年齢者雇用安定法（以下、「改正高年法」）の定める継続雇用制
度につき、社員就業規則 24 条 1 項において、社員が満 60 歳の誕生日に定年により退職すると定




















されることに伴い、平成 25 年 3 月 31 日付の労使協定（以下、「本件労使協定」）が締結された。
本件労使協定において、①本件労使協定 3 条各号に定める判断基準の全てを満たすものに対して
は、定年後再雇用就業規則に定めるスキルドパートナーとしての職務を提示し、②当該基準のい
ずれかを満たさない者のうち定年退職日が平成 25 年 5 月 1 日から平成 26 年 4 月 1 日までの者
（X はこのカテゴリーに含まれる）に対しては、パートタイマー就業規則に定める職務を提示す
ることとされていた。
　⑵本件労使協定 3 条は、再雇用制度に基づき 60 歳以降の再雇用を希望する者のうち、選定基
準（健康基準、職務遂行能力基準、勤務態度基準）の全てを満たす者に対しては、スキルドパー
トナーとしての職務を提示すると定めていた。





雇用の場合、雇用継続期間は原則 1 年で契約更新は行わず、労働時間は原則として 1 日 4 時間で
あった。
　⑷ Y 社はスキルドパートナーとしての再雇用選定手続きを経た後、生技管理部 P9、P4　GM




生紙管理、業務用車掃除、清掃、賃金は時給 1,000 円、賞与は支給する等であった。X はスキル
ドパートナーとしての再雇用を希望したものの、X は再雇用されることなく、60 歳に達したこ
とにより、Y 社を定年退職した。定年退職時の X の職制上の役職は部付きスタッフ（主任職以
下）であった。
　⑸そこで X は、Y 社に対して、①定年退職後に再雇用されなかったこと関して、⒜ Y 社にお
ける再雇用の選定基準が不相当であること、⒝ Y 社に再雇用の選定手続の違反があること、⒞
X が Y 社における再雇用の選定基準を満たしているにもかかわらず Y 社が X の再雇用を拒否す
るはできないことを理由として、X に対する再雇用拒否の通告は無効であると主張し、再雇用契
約に基づいて X が雇用契約上の地位にあることの確認等、②通常受け容れられるはずの 5 年間
の再雇用を拒否して、X の心身の状況や従前の経歴を考慮せずに 1 年間の現業での雇用を提示す
るなどし、安全配慮義務に違反したとして、雇用契約上の安全配慮義務違反（債務不履行）に基
づく損害賠償を求めた。


























⑵「Y 社が X に対して提示した給与水準は、X がパートタイマーとして 1 年間再雇用されてい













































































める基準により限定できる仕組み（旧 9 条 2 項）が廃止され、希望者全員を継続雇用制度の対象




























正高年法の趣旨に照らして、給与水準と業務内容という 2 つの要素を示すことで、この 2 点から
制限をかけたものと考えられよう。
3.2.3　賃金水準





































































る（21）。この点、「今後の高年齢者雇用に関する研究会報告書」（平成 23 年 6 月 20 日）や「今後











































　そして、具体的な救済方法として、60 歳から 61 歳までの 1 年間、パートタイマーとして雇用
された場合の賃金額を損害賠償と認定している。
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